
信用取引に関する説明書
（契約締結前交付書面）

＜『オンライン信用取引サービス』用＞

この書面は、信用取引に関するリスクや留意点を記載しており、金融商品取引法
第37条の3の規定によってお渡しするものです。
あらかじめよ
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当該株券に株式分割による株式を受け取る権利又は株主に対する新株予約権等の権利が付与された場合、お客様

が直接当該権利を行使することができないため、上記のように金融商品取引所が制度信用取引の権利の処理につ

いてルールを定めています。

　　　　なお、制度信用取引を行っている銘柄にこれらの権利が付与された場合でも、①事実上譲渡が禁止されるなど

権利の引渡しができない場合、②権利行使を特定の条件に合致する株主のみに限定している場合など、譲渡性及

び換金可能性、権利の行使に付された条件等を勘案して権利の処理を行うことが事実上不可能となる場合には、

当該権利の処理を行わないことがあります。また、権利の価値が事実上無価値又は無価値に等しい場合には権利

処理を行うことが不要となり、権利処理は行われません。

・ 証券金融会社は、貸借銘柄について、株券等の調達が困難となるおそれが生じた場合には、貸株利用
につき注意を喚起ぢぐ 貸借銘柄について、株券蕩菅なるおそれが生じた柄
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つ、次のいずれかに該当する場合
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第９条　建玉を維持できる期限
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第14条　本サービス利用の停止・解約 
⒈　お客様が、本規定のほか、関係法令諸規則、「信用取引口座設定約諾書」または「野村の証
券取引約款」の定めに違反した場合は、当社はお客様に通知することなく、お客様の本サー
ビスの利用を停止することができるものとします。

⒉　次の各号のいずれかに該当する場合、本サービスの利用に係る契約を解約するものとしま


